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わが国の高齢者人口は増加の一途をたどっており、２５年後の平成５２年

には４，１７５万人、平成２２年に比べて約１．３倍になると推計されてい

るが、とりわけ首都圏においては、約１．５倍となるなど、全国平均に比べ

著しい増加が見込まれている。 

こうした中、自動車及び原動機付自転車を含む二輪車のドライバーの死亡

事故の件数は全体として減少傾向にあるものの、６５歳以上の高齢者が占め

る割合は年々上昇傾向にあり、平成２６年は過去最高の２６．３％となって

いる。 

高齢ドライバーが関係する交通事故については、運動・認知機能の低下に

伴う誤操作によるもののほか、高速道路の逆走などこれまでには考えられな

いような事例が発生するなど、交通安全対策が喫緊の課題となっている。 

こうしたことから、高齢者が重大な事故を引き起こすことがないよう、高

齢者の運転に起因する事故を無くすための環境整備について九都県市共同

で調査・研究することを提案する。 

 

（検討内容の例） 

○ 高齢者の運転に起因する事故の防止に向けた調査・研究 

○ 高齢者の移動手段を自動車等から公共交通に転換する取組の調査・研究 



　

参考資料

～ 高齢者の運転に起因する事故の防止に向けて ～

現 状

提案内容

課 題

◎ 高齢者が買い物や通院などに自家用車を運転せざるを得ない現状があること

から、移動手段としての公共交通ネットワークの充実が求められている。

九都県市による共同の調査・研究

○ 高齢者の運転に起因する事故の防止に向けた調査・研究

○ 高齢者の移動手段を自動車等から公共交通に転換する取組の調

査・研究

◇ 高齢者運転免許自主返納サポート（神奈川県警察など）

◇ 道路交通法の改正による認知機能検査の強化

◇ 公共交通における高齢者への割引制度の実施

◎ 高齢者が自己の運動・認知機能の低下に気付きにくいことが考えられること

から、介護予防とともに、認知症早期発見のための環境づくりが求められてい

る。

※ 免許を返納した方が受け取ることのできる「運転経歴証明書」を自主返納サポート協議会の加盟

店舗で提示することにより、無料配送サービス等様々な特典を受けることができる制度

＊日常生活自立度Ⅱとは、日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが

多少見られても、誰かが注意すれば自立できる状態。例えば、薬の内服管理や訪問者への

対応ができないなどの症状。

※ 75歳以上のドライバーを対象として運転免許更新時の認知機能検査において「認知症のおそれ
がある」と判定された場合、医師の診断を義務化し、認知症と診断されれば、免許取り消しや停止

処分となる。また、道路の逆走や信号無視など一定の違反を行った場合も臨時の検査を実施。
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◇ コミュニティバス・乗合タクシー、ＢＲＴ等公共交通機関の整備・充実に

向けた取組
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65歳以上の人口

●首都圏

731.9万人（H22年）
↓

1,119.5万人（H52年）
●全 国

3,138.0万人（H22年）
↓

4,174.8万人（H52年）

認知症高齢者の将来推計（65歳以上）

高齢ドライバーによる交通事故の状況

国や自治体の取組の状況
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出典：『日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』国立社会保障・人口問題研究所

出典：厚生労働省老健局

出典：『平成26年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締り状況について』警察庁交通局


